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技術の概要 ・研究・開発の背景：
先行技術が無い状況で，近傍地盤や近接構造物の変状・損壊を防ぐことが出来る鋼矢板

（土留め杭）の撤去技術を化学技術の導入と活用により確立することを目標とした．

地下鉄や上下水道などの地盤の開削工事では，土留め工法が不可欠である．

一般的には，鋼矢板などが多用されるが，工事終盤の引抜き撤去では，土層内の摩擦力・

粘着力・土圧の影響により近傍の地盤変状（沈下・陥没）が懸念される．旧来の技術知見

では，回避することが難しいとされていた．その結果，近傍の道路・家屋・堤防などの変状

や損壊を防ぐ為に，撤去すべき鋼矢板などを地中に残置・放棄することが多い．

その結果，国内では，鋼矢板を含む年間数万ｔの鉄鋼材が地中に残置・放棄されている．

地盤環境への不要な障害物，３Ｒを妨げる社会的なロス，放棄し損耗した鉄鋼生産分の

炭酸ガス排出増加，鉄鋼材の損料による無駄な建設費用の原因ともなっている．

本技術の成果により，地盤変状（沈下・陥没）を防ぎつつ，土留め鋼矢板などを安全に

引抜き撤去し，レンタル鋼材の回収・返却・再利用を促進し経費を縮減する．

工事による地盤損傷を防ぐことで，建設施工の安全性確保，近傍地盤や構築物の維持・保全に

かかわるライフサイクルコストの低減やストックマネジメントにも寄与する．

・技術の詳細：
使用する化学品は，新規に合成・重合した特殊ポリマー塗布膜を用いた技術である．

この特殊ポリマー（特殊なアクリル系高吸水性樹脂）と塗布膜（特殊なアクリル系バインダー

樹脂）の混合塗料である．この特殊ポリマー塗布膜を鋼矢板周面に塗布し地盤に圧入する．

地盤内の水分により吸水膨潤し含水ゲル層を形成する．これが分離層として機能する．

化学品として生体および環境に負荷を与えない安全なものである．[ＳＤＳ有り]

化学組成は,文献資料に記載．［土木学会論文集C(地圏工学),Vol.67,No.4,407-421,2011］

・ 性能・効果の検証：
開発した技術の原理は，その特殊ポリマー塗布膜が，地盤と鋼矢板等の接触面に必要な

タイミングで水膨潤による含水ゲル層を形成し，分離層として機能する．

施工技術として実装する為，砂層や粘土層での内部摩擦角が1°以下(通常の1/30～1/50)，

粘性土と砂層，N値の大小，海水と真水，施工期間の長短を問わず有効であることを確認した．

またダイレイタンシーを生じさせないことで地盤深層での土層の間隙密度の変化を防ぎ，

その後長期に渡る圧密沈下や地盤変状も抑制が可能なことなどを確認している．

［詳細記載：第50回 地盤工学研究発表会(札幌)M-07 P1485-1486 2015年9月］

・技術の社会実装：
2018年度には，国土交通省の新技術情報提供システムにおける技術審査を経て，建設技術

としての汎用性・再現性が確認され，［NETIS 登録 No.KK-120044-VE］との扱いとなった．

以上の状況から，着手後約20年に渡る基礎研究・適用方法の開発・実証及び検証を経て，

実用的な建設施工技術としての確立したものと判断している．

全国で本資材の入手が可能で有り，施工者の専門性を問わない技術として普及が進んでいる．

また，化学工学と土木工学 ，両分野の技術知見を融合し土木施工の新技術を社会実装

するとの目標も実現したものと考えている．

建設分野においては，本材料の物性を活用し，摩擦力を制御する要素技術として，本稿の

用途以外の建設施工においても応用利用が進んでいる．

この含水ゲルの物性は，大深度・高圧力下での挙動や化学的な長期耐久性など，幅広い

性能を確認している． 応用分野としては，海面型廃棄物処分場の跡地に底面遮水層を貫通

する大深度杭の打設に際して，廃棄物を遮水層以下の土層に引込むことを防ぎ，かつ

汚染水が杭周面を伝い深層土層から周辺海域への移流･漏出･拡散を抑止する効果も検証された．

［詳細記載：独立研究法人 港湾空港技術研究所 資料 No.1252 June 2012］

他に，大深度ケーソンを近傍地盤の変状を防ぎつつ安全に沈設するネガティブフリクション

対策としても実用化した．更に幅広い土木施工へも応用利用が進んでいる．

技 術 概 要　



・活用実績：（2024年 3月31日現在，2012年度以降分）
国の機関　 353件（九州：38件，九州以外：315件）（国土交通省，農林水産省，各省庁，公団，各機構など）　

自治体　　2,147件（九州：183件，九州以外：1964件）（上下水道・道路・河川・橋梁・港湾など）　

民　 間　　 301件(九州：29件，九州以外：272件）（建築，鉄道・高速道路・電力などの公益事業）　

海  外          2件(                          )

写真・図・表


